
 

 

 

 

 

 

 

 

 

             

 

 

 

 

 

総社市日本語教育事業の概要 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

多文化共生社会を実現する   

まちづくりを目指して 

令和 7年度 

総社市 あたたか市民部 

人権・まちづくり課  国際・交流推進係 

 



 

１．日本語教育事業実施の背景 

 

 平成 20 年秋のリーマン・ショックに端を発した経済危機により，日系ブラジル人をはじめ多くの非

正規雇用である外国人労働者が解雇されました。市では，平成 21 年 4 月に外国人市民の生活全般に関

わる自立支援を行う目的で人権・まちづくり課内に国際・交流推進係を新設し，「国籍を超えた多文化共

生のまちづくり」をキーワードとする多文化共生施策に重点的に取り組むこととしました。 

外国人との「顔が見える関係づくり」を目指し，日本人との交流機会の創出やきめ細かな相談業務を

行い，外国人相談内容から課題を的確に把握し，施策へ反映するというやり方でひとつひとつ課題解決

を図ってきました。外国人支援を始めた当初，その多くは行政窓口でのコミュニケーション支援でした。

本市には，比較的長く日本に住んでいる南米系の定住外国人が多いのが特徴ですが，雇用期間中は派遣

会社の通訳に頼っての生活に慣れていたため，窓口で日本語を問題なく話すことができる外国人市民は

ごく少数でした。このような状況の中，日本語教室の開講を望む声が多く寄せられるようになりました。 

地域に暮らす外国人市民と直接的に関わる市役所として，責任を持って外国人の日本語教育施策に取

り組む必要性を感じるとともに，地域での日本語教育に関わる課題等の把握の観点からも，文化庁「生

活者としての外国人」のための日本語教育事業を平成 22 年度から受託し，市を実施主体とする日本語

教育事業に取り組むことといたしました。文化庁委託事業としての運営は平成 30 年度で終わり，令和

元年度からは市の財源により事業を継続・運営していくこととなりました。 

 

２．平成 22～23年度の日本語教育事業概要 

（1）日本語教室の設置・運営 

 ①「ココロの洗濯，リフレッシュ日本語教室」（毎週火曜・全 20回開催） 

家の中に閉じこもりがちでストレスのたまりやすい育児期の母親を対象に，子育てという共通のテー

マを持つ母親同士の交流やリフレッシュの場となることを目的として開講しました。家庭生活や地域社

会での生活に必要とされる日本語を中心に学び，子育て期に必要な情報（検診や予防接種，学校行事の

案内など）の提供や，子どもへの教育に関する理解や就学準備のサポートを行いました。 

 

②「地域でつながる日本語教室」（毎週日曜・全 20回開催） 

 地域に暮らす外国人住民を対象に，日常生活で必要な日本語のコミュニケーション能力を身につける

とともに，地域社会で必要な情報を得る場を提供することで，地域社会で孤立しがちな外国人が，自立

して社会生活を営めるようサポートすることを目的に開講しました。地域コミュニティとの連携，地域

の行事への参加を通じて，地域に暮らす日本人・外国人が相互理解を深めるための交流を行いました。 

 

（2）日本語指導者養成 

「日本語教室ボランティア育成入門研修」（H22年度）（隔週土曜・全 5回開催） 

「地域に根ざした日本語教室ボランティア育成研修」（H23年度）（隔週日曜・全 10回開催） 

外国人支援や日本語教育に関心のある地域住民を対象に，外国人への日本語指導の方法や異文化理

解について学ぶ機会を提供し，外国人住民が地域社会に溶け込めるよう，日本人住民との関係構築を行

うとともに，地域に暮らす外国人の日本語学習を，生活支援の一環としてサポートできる人材を育成す

ることを目的に開講しました。本市主催の日本語教室にボランティアとして参加したり，地域のイベン

トに参加するなど，実際の異文化交流を通じて外国人住民を支援する方法を実践的に学びました。 



 

３．平成 24年度～令和 7年度の日本語教育事業「総社モデル」の概要 

（1）事業理念と事業に関する取り組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）事業の実施・連携体制 

日本語教室の設置・運営 

（H22年度からの継続事業） 

「地域でつながる日本語教室」

（H24～） 

「暮らし方教室」（R1） 

 

日本語教育を行う人材の育成・研修 

（H22年度からの継続事業） 

「地域に根ざした日本語学習サポーター

育成研修」（H24～） 

日本語教育のための 

学習教材の作成 

「地域密着型日本語学習

教材作成」（H24～H26） 

「総社市地域参加型生活サポート日本語教育事業」 

外国人住民が日本人住民との交流を通して，日本語の習得とコミュニケーション能力の向上を図りながら地域社

会の一員として積極的に参加できるよう地域全体が支える多文化共生のまちづくりを目指す。 

 

地域の各種団体・機関等との連携・協力による日本語教育の推進 

「地域コミュニティ連携防災訓練事業」（H27～） 

「地域ではぐくむ子育て応援事業」（H27～） 

「地域で働く外国人就労者の日本語教育支援に関する調査研究事業」 

（H28～H29） 

　　

地域でつながる日本語教室 （H24～）
暮らし方教室（R1）

地域に根ざした日本語学習サポーター育成研修（H24～）
①学習研修（講義受講）
②実践研修（日本語教室に参加）

コーディネーター（1名）
岡山大学准教授

事務局
人権・まちづくり課
多文化共生推進員
（ポ・ス・英・中・べ語に対応）

地域密着型日本語学習教材作成
（H24～H26）

日本語講師（5~7名）
【有資格者】 連携連携

講師選定
（学習研修）

行政施策概要説明
（学習研修）

自作教材提供

教材編集

教材・授業（案）提供 全体調整 ・他機関との調整
・行政情報等提供

総社市日本語教室運営委員会

・行政（各担当課）
・ＮＰＯ等
・各種団体・各種機関

調整

参加

参 加
（実践研修）

住民

日本人住民
（総社市コミュニティ

地域づくり協議会）

外国人住民

参 加
参 加

啓
発

・近隣の日本語教室
岡山県内・広島・香川・
兵庫・鳥取・島根など

・外部講師（学習研修）

交流・情報交換

教室運

営

教材作成・教室運営会議（月1回）
・次月教材・授業の検討

・課題・問題点等の共有・改善

（総社ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙｺﾐｭﾆﾃｨ＆
桃太郎ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙｱｿｼｴｰｼｮﾝ）

活用

託児保育
市内ＮＰＯを活用

利用

利用

アンケート
【中間・最終】

アンケート【中間・最終】

日本語の指導

事例紹介（学習研修）

講義

連携

日本語教室の

展示紹介など

地域コミュニティ連携防災訓練事業
（H27～）

連携

地域ではぐくむ子育て応援事業
（H27～）

企業

日本人就労者
外国人就労者

参 加

連携

地域で働く
外国人就労者の
日本語教育支援

に関する
調査研究事業
（H28～H29）

アンケート
【中間・最終】

学校

市内高等学校
の生徒

参 加



 

（3）事業運営に関わる学術的調査研究 

①「総社市における南米系定住外国人の言語生活実態調査」（平成 24年 7月報告書公刊） 

総社市日本語教育事業運営に関するニーズ調査，日本語教育プログラム立案に必要な

基礎的データ収集を行うため，本市に居住するブラジル人を中心とする南米系外国人に

対し，言語生活実態調査を行いました。 

②「総社市における多文化共生推進施策に関する意識調査」（平成 28年 6月報告書公刊）  

総社市に居住する日本人住民を対象に，地域社会での外国人住民との関わり合い・交

流などの実態を把握し，多文化共生事業や日本語教育事業を推進し地域社会に根付かせ

るため，多文化共生推進施策に関する意識調査を行いました。 

③「総社市における外国人就業者の日本語教育支援に関する調査」（平成 30 年 11 月報

告書公刊） 

総社市で外国人住民を雇用している企業と，企業で雇用されている外国人就業者（ベ

トナム人技能実習生）を対象に，企業における外国人の日本語教育支援の実態とニーズ

や課題を明らかにすることを目的に，ヒアリング調査とアンケート調査を行いました。 

 

上記の 3 つの調査研究は，本市日本語教育事業運営委員兼日本語教室コーディネータ

ーである岡山大学中東靖恵准教授との協働事業です。 

 

（4）事業に関する取り組み 

①日本語教室の設置・運営（H22年度からの継続事業） 

「地域でつながる日本語教室」（毎週日曜日 9:30～11:30・全 30～35回開催）（H24～） 

地域に暮らす外国人住民が，日本人住民との交流を通して，日本での生活を円滑に行うために必要

な日本語コミュニケーション能力の向上を図りながら，地域生活を営む上で不可欠な保健・医療・福

祉・教育・防災などの行政情報・生活情報を得るとともに，外国人住民が地域社会の一員として積極

的に参加できるよう，地域住民同士がつながる場を提供することを目的として開講しています。 

令和 2～3 年度は新型コロナウィルス感染予防のため，Web 会議システムを利用したオンライン上

（令和 3年度は一部対面）で行いました。これまでの参加者に加え，小さな子供を抱えて外出が困難

であったり，居住地が会場から遠い等の理由で，教室に参加できなかった学習者が参加できるように

なり，新たな学習者の発掘にもつながりました。 

【日本語教室の特徴】 

■総社市版「生活者としての外国人」に対する日本語教育カリキュラム（30単位）を策定。 

■総社市版日本語教育カリキュラムに基づき，【医療】【救急警察】【防災】【買物】【交通】【挨拶】【仕事】

【社会生活】【地域を知る】など日常生活場面に関する学習シラバスを作成し，授業内容を構成。 

■テーマごとの「1回完結式」による授業形態。いつでも参加できる安心感と学習意欲の継続に繋がる。 

■実際の日常生活に役立つ日本語学習（ロールプレイによる会話練習，レアリアの活用など）や実践・

体験を通じた文字学習・文化学習（書道，七夕の短冊書き，年賀状作成など）を行う。 

■市役所内部署・岡山県内 NPO・各種機関・団体との連携により体験学習を行い，理解を促進する。 

■外国人住民の日本語学習を支援する「日本語学習サポーター」が日本語教室に参加し，より細かな日

本語学習支援を行うとともに，地域住民同士がつながり，交流を促進する場となるようにする。 



 

【令和 4年度日本語教室実績】 

受講者総数 96人・平均受講者数 15.9人／回（ブラジル 15人，中国 2人，ベトナム 56人，インド  

ネシア 9人，ミャンマー4人，ペルー2人，フィリピン 2人，ネパール，タイ，台湾，バングラデ    

シュ，フランス，ウクライナ 各 1人）。 

【令和 5年度日本語教室実績】 

受講者総数 68人・平均受講者数 15.1人／回（ブラジル 14人，ベトナム 30人，インドネシア 13人，  

ミャンマー3 人，オーストラリア 2 人，アメリカ 2 人，中国・ペルー・フィリピン・タイ 各 1 人）。 

【令和 6年度日本語教室実績】 

受講者総数 69人・平均受講者数 15.6人／回（ブラジル 5人，ベトナム 32人，インドネシア 16人，  

フィリピン 6人，タイ 3人，中国 2人，ミャンマー2人，ペルー・フランス・アメリカ 各 1人）。 

 

■日本語教室のイメージ図 

クラスはゆるやかに 2つに分ける。 

【クラスⅠ】ひらがな・カタカナが読めない, 

  日常会話があまりできない日本語レベル。 

【クラスⅡ】ひらがな・カタカナが読めて， 

  日常会話がある程度できる日本語レベル。 

 

■日本語教室の実際の授業風景 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本語学習サポーター（無償） 

地域居住の日本人住民がボランティアで，日本語教育

を行う人材の育成研修の一環として教室に参加。 

日本語のモデル発話，ペア練習の相手，ロールプレイ

の見本，レベル差の大きい学習者の補助等を行う。 

 

日本語学習者 

地域に居住する 

外国人住民（成人）で 

日本語ゼロ初級レベル

を対象とする。 

母語は限定しない。 

 

日本語学習サポーターを配置し，地域の生活情報の提供，生きた日本語との接触，地域住民同士の

交流を促進することで，日本語教室を「地域住民同士がつながる場」として機能させる 

日本語指導者（有償） 

（５～７名：毎回２名ずつローテーション） 

教授歴・経験豊富な有資格者の 

日本語教師が指導者となることで， 

日本語教育の「質」を確保する。 

 

総社市役所職員 

人権・まちづくり課   

国際・交流推進係の 

職員が事務局を担当。 

 

直接教室に参加せず，背後から客観的に俯瞰し，日本語教室・事業全体を統括・調整する。 

日本語教室コーディネーター 



 

■市役所内各担当部署・岡山県内 NPO・各種機関・団体との連携 

【ごみの分別講習】      【交通安全・マナー講習】    【防災訓練への参加】 

 

【消防署での消火訓練】      【病院での診察体験】      【総社のまちあるき】 

 

 

■実体験を伴う授業活動・日本文化体験を通じての実践的な日本語習得 

【習字を習う】         【鍛刀場の見学】         【年賀状を書く】       

 

■地域の外国人支援活動・多文化共生を推進するための基盤作り 

【日本語教室の展示】     【国際フェスタの開催】       【盆踊りの練習】 



 

②日本語教育を行う人材の育成・研修（H24～）（H22年度からの継続事業） 

「地域に根ざした日本語学習サポーター育成研修」 

地域住民を対象に，言葉の壁によって地域社会と孤立しがちな外国人住民の生活支援の一環として，

日本語学習をサポートする方法について実践的な研修を行い，地域社会に暮らす隣人として外国人住

民を支える「日本語学習サポーター」を育成することにより，外国人支援活動を根付かせ，地域の多

文化共生活動を推進するための基盤作りを行うことを目的に開講しています。令和 2～3 年度は新型

コロナウィルス感染予防のため，Web会議システムを利用したオンライン上で行いました。 

 

【日本語学習サポーター育成研修の特徴】 

地域における外国人住民の状況や「やさしい日本語」の指導など，

地域の日本語教育に携わる専門家により外国人支援に関する基礎

的知識を習得する「学習研修」と，本市に開設する「地域でつなが

る日本語教室」に参加して実際に外国人住民と交流をしながら，生

活支援の一環として日本語学習をサポートする方法を実践的に学

ぶ「実践研修」の 2つの研修から構成されています。 

 

【令和 4年度実績】 

「学習研修」は令和 4年 6月 5日に初回を開催（13:30-15:30）全 3回。「実践研修」は令和 4年 6月

～令和 5 年 3 月まで毎週日曜日開催（9:30-12:00）全 30 回。受講者総数は 10 人（全員日本）。平均

受講者数：学習研修 8.7人／回，実践研修 5.5人／回。 

【令和 5年度実績】 

「学習研修」は令和 5年 6月 4日に初回を開催（13:30-15:30）全 3回。「実践研修」は令和 5年 6月

～令和 6 年 3 月まで毎週日曜日開催（9:30-12:00）全 30 回。受講者総数は 11 人（全員日本）。平均

受講者数：学習研修 7.3人／回，実践研修 4.6人／回。 

【令和 6年度実績】 

「学習研修」は令和 6年 6月 9日に初回を開催（10:00-12:00）全 3回。「実践研修」は令和 6年 6月

～令和 7 年 3 月まで毎週日曜日開催（9:30-12:00）全 30 回。受講者総数は 14 人（全員日本）。平均

受講者数：学習研修 5.2人／回，実践研修 7.3人／回。 

 

 

③日本語教育のための学習教材の作成（H24～H26） 

「地域密着型日本語学習教材作成」 

地域に暮らす外国人住民が，生活に必要な日

本語の語彙・表現や日本の文化・習慣を学ぶと

ともに，地域生活に不可欠な行政情報・生活情

報を得ることのできる学習教材を作成しまし

た。継続的・自律的に日本語学習を行い，地域

社会で安心した生活を送り，地域社会への積極

的参加を促すことができるようにすることを

目指しました。                 『地域でつながる日本語教室 2012～2014』 



 

④地域の各種団体・機関等の連携・協力による日本語教育の推進 

「地域コミュニティ連携防災訓練事業」（H27～） 

地域に暮らす外国人住民に対し，地域コミュニティ，外国人防災リー

ダー，行政が連携し，防災訓練へ参加する機会を提供し，外国人住民の立

場に立った防災知識の習得と災害時のより実用的な日本語習得を目指す

とともに，日本人住民と日常からの「顔が見える関係づくり」を行い，情

報伝達ができないことによる災害時要支援外国人住民を減少させるとと

もに，日本人住民に対して外国人支援意識の向上・啓発を図ることを目

的に実施しています。 

 

「地域ではぐくむ子育て応援事業」（H27～） 

市内の保育・子育て NPO法人との連携により，子育て世代の外国人

保護者と子供を対象に，同世代の親子が集まる交流の場に参加する機会

を提供し，育児に関する基礎的知識，育児用語や学校用語など子育てに

関する日本語の習得を目指すとともに，地域に暮らす住民として子育て

の悩みを相談・共有することで，外国人保護者の子育てに対する不安を

緩和・解消し，地域全体で子どもの健やかな成長を見守り，子育てを応

援することを目的に実施しています。 

 

「地域で働く外国人就労者の日本語教育支援に関する調査研究事業」（H28～H29） 

従来から本市に多く居住しているブラジル・ペルーなどの南米系の外国人就労者に加え，近年，

中国・フィリピン・ベトナム・インドネシアなどアジア諸国の技能実習生が急速に増加している状

況から，外国人住民を雇用している企業と雇用されている外国人就労者に対しヒアリング・アンケ

ート調査を実施し，日本語教育支援の実態とニーズや課題を明らかにし，今後の企業と行政との連

携・協働の可能性について検討することを目的に実施しました。 

 

４．今後の日本語教育事業の方向性 

 今後の日本語教育事業の方向性と，事業主体である本市が担うべき役割は，地域に暮らす外国人住民

が継続的・自律的に日本語学習を行いながら，日本人住民との相互交流を通して，地域住民同士が繋が

る場を提供し，多文化共生への意識啓発・意識醸成を図りながら，継続的に外国人支援を担っていく人

材の育成と，外国人住民の自立と社会参加を支援する基盤システムとしての役割を果たすとともに，近

隣地域との相互連携を強化し，有機的な人的交流・情報交換が行える地域間相互ネットワークを形成す

ることにより，「多文化共生社会を実現できるまちづくり」を可能にする国際交流と相互理解の中核的拠

点として，地域社会に貢献していくことであると考えています。 
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